


4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 1社 （社名 ニチユＭＨＩフォークリフト株式会社 ） 除外 0社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 46,977,832株 21年3月期 46,977,832株

② 期末自己株式数 22年3月期  68,853株 21年3月期  67,446株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 32,104 △34.5 287 △72.1 485 △59.8 △329 ―

21年3月期 49,030 △7.0 1,029 △48.3 1,208 △40.1 △367 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 △7.02 ―

21年3月期 △7.84 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 40,709 16,788 41.2 357.88
21年3月期 45,191 17,209 38.1 366.84

（参考） 自己資本 22年3月期  16,788百万円 21年3月期  17,209百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

16,900 7.6 350 72.1 350 61.1 100 307.7 2.13

通期 35,100 9.3 770 168.3 770 58.8 300 ― 6.40
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（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、輸出や生産の持ち直しの動きが見られるものの、雇用と生産設備の

過剰感から企業の設備投資が大幅に減少したことや急激な円高やデフレ圧力が強まるなど、当社グループにとり

ましては非常に厳しい状況で推移いたしました。 

 このような状況下、フォークリフトの需要も先行き不透明から大きく落ち込みましたが、当社グループはバッ

テリーフォークリフトのパイオニアメーカーとしての強みに加え、昨年４月１日に三菱重工フォークリフト販売

株式会社と国内での統合販社（ニチユＭＨＩフォークリフト株式会社）を設立したことにより、同社が販売して

いたエンジン式フォークリフトを商品群に加えました結果、顧客層の一層の拡がりが見られ、その結果、当連結

会計年度の連結売上高は前連結会計年度並の659億３百万円を確保することができました。 

 利益面につきましては、経費削減やコスト低減強化、役員報酬や管理職手当の減額等の施策を強力に推進しま

したが、上半期での売上落ち込みの影響と三菱重工フォークリフト販売株式会社（現ニチユＭＨＩフォークリフ

ト株式会社）の子会社化による一時的な費用の発生や部品・整備売上の一時的な減少により、営業損失３百万円

（前連結会計年度は営業利益12億６千９百万円）、経常利益４百万円（前連結会計年度比99.6％減）となり、最

終利益は繰延税金資産取崩による税金費用の増加等もあり、遺憾ながら当期純損失８億５百万円（前連結会計年

度は当期純利益３億８百万円）の結果となりました。 

 なお、上半期（４月～９月）は連結売上高315億１千３百万円、４億３千４百万円の営業損失でしたが、下半

期（10月～３月）では連結売上高343億９千万円、営業利益４億３千万円と業績を大きく好転させております。 

 セグメント別の売上高および営業利益の状況は次のとおりです。 

（産業車両部門）   

 当連結会計年度の国内フォークリフト需要は前連結会計年度比31.0％減と大きな落ち込みになりましたが、バ

ッテリー化の進展や国内販社統合によるエンジン式フォークリフトの売上寄与などで国内での当社連結売上高は

前期比0.3％の増加となりました。海外向けでは第２四半期以降の中国市場や第３四半期からのロシア向けの受

注増など、持ち直しが見られましたが売上高は前連結会計年度比36.8％と大幅な減少となりました。その一方

で、国内販社統合によるエンジン式フォークリフトの保守・販売部品の売上寄与があり、当部門の売上高は548

億２千７百万円（前連結会計年度比5.7％増）となりました。 

 利益面では、売上高減少や販売価格下落に加え、三菱重工フォークリフト販売株式会社の子会社化による人件

費増加等があり、営業利益は34億７千４百万円（前連結会計年度比3.3％減）となりました。 

（物流システム部門） 

 物流システム部門は、受注面において不況による投資手控えの影響を受けており、その結果、売上高は89億２

千８百万円（前連結会計年度比19.6％減）となりました。利益面でも、売上高減少の影響を受け、営業損失は17

億１千２百万円（前連結会計年度営業損失２億９千８百万円）となりました。 

（その他部門） 

 その他部門では、一部顧客からの受注キャンセルもあり巻取機売上が前期比27.5％減となるなどで当部門の売

上高は21億４千６百万円（前連結会計年度比17.8％減）となり、営業利益は１百万円（前連結会計年度比97.4％

減）となりました。   

②次期の見通し 

 わが国の経済は、景気の二番底懸念は薄れつつありますが、依然先行きの不透明感は払拭出来ない状況が続い

ております。また物流機器関連業界につきましても、海外への設備投資シフトの動きや構造デフレの進行に加え

資源価格の上昇懸念など、引き続き厳しい事業環境が続くことが予想されます。しかし、フォークリフト市場は

環境問題の高まりからバッテリー化が進行しており、少子高齢化による物流面での省力化、省人化や物流コスト

削減の顧客ニーズも高まっており、総合物流機器メーカーとしての当社のコア技術が活かせる環境でもありま

す。なお昨年４月１日に、三菱重工業株式会社との共同出資による国内での統合販社を設立しましたが、今年は

さらに営業・サービス面でのシナジー効果による業績向上を目指します。 

 具体的には、６ページ ３．経営方針に記載しております中期的な諸施策の注力とともに、短期的には「収益

基盤強化」「黒字化必達」の方針に則り、人材再配置や組織改編による人員活用対策、経費削減対策、海外調達

拡大などによるコスト低減活動の強化対策を実行するとともに三菱重工業株式会社との国内・海外での協業の推

進により、この難局に立ち向かう所存でございます。 

 以上を踏まえ、平成23年３月期の通期連結業績は、売上高722億円（前連結会計年度比9.6％増）、営業利益12

億９千万円（当連結会計年度は営業損失３百万円）、経常利益12億９千万円（当連結会計年度は経常利益４百万

円）、当期純利益７億円（当連結会計年度は当期純損失８億５百万円）を見込んでおります。 

  

１．経営成績
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（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況 

 当連結会計年度における資産総額は570億１千万円となり、前連結会計年度より67億１千１百万円増加となり

ました。これは主に三菱重工フォークリフト販売株式会社（現ニチユＭＨＩフォークリフト株式会社）を子会社

化したことにより受取手形及び売掛金、機械装置及び運搬具等が増加しております。 

 負債総額は405億２千２百万円となり、前連結会計年度より77億１千６百万円増加となりました。これは主に

資産総額と同様の理由により支払手形及び買掛金、短期借入金及び退職給付引当金等が増加したことによりま

す。 

 また少数株主持分を除く純資産につきましては、164億２千８百万円となり、前連結会計年度より８億６千９

百万円減少となりました。これは主に配当金支払い２億３千４百万円、その他有価証券評価差額金１億４千７百

万円増加及び当期純損失８億５百万円計上によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失１億１千３百万円、減価償却費31億６千４百

万円、売上債権の減少25億７百万円、仕入債務の減少13億１千２百万円等により33億８千７百万円の増加（前連

結会計年度15億３百万円の増加）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出32億3千７百万円等により27億５千５

百万円の減少(前連結会計年度24億２千７百万円の減少)となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金による調達がありましたが、配当金の支払等により、３億

２千４百万円の減少（前連結会計年度６千３百万円の増加）となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は、43億３百万円となり前連結会計年度に比べ

１億９千７百万円増加いたしました。  

③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）1．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

2．株式時価総額は自己株式を除く発行済み株式数をベースに計算しています。 

3．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しています。 

4．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象として

います。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、その期の収益状況に対応し、株主各位への配当の充実と企業基盤確立のための内部留保とのバランスに 

配慮した利益配分を行うことを基本としております。 

 以上の方針に則り、剰余金の配当につきましては、誠に遺憾ではございますが、当期の期末配当金を１株当り３ 

円といたしたく存じます。 

 なお、次期の剰余金配当につきましても上記の基本方針を遵守していく予定であります。 

  

  
平成19年
３月期 

平成20年
３月期 

平成21年 
３月期 

平成22年
３月期 

自己資本比率 % 26.8 % 33.5 % 34.4 % 28.8

時価ベースの自己資本比率 % 54.4 % 25.1 % 20.0 % 16.1

キャシュ・フロー対有利子負債比率 年 2.1 年 1.7 年 5.9 年 3.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ 倍 33.8 倍 43.6 倍 15.3 倍 25.3

- 2- 



 当企業集団は、当社および子会社25社（うち連結子会社23社、持分法適用非連結子会社２社）と関連会社８社（うち

持分法適用会社６社）により構成され、その主な事業は、産業車両・物流システムおよびその他の製品の製造、販売お

よび保守サービス、ソフトウエア開発を営んでおります。 

 企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 （事業系統図）

 
※１ 三菱重工業㈱及び㈱ＧＳユアサは、当社の主要株主であります。㈱ＧＳユアサは、平成22年４月１日に、㈱ジー

  エス・ユアサ パワーサプライが商号変更を行ったものであります。 

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、総合物流機器メーカーとしての地位を確保すべく、「物流技術で豊かな社会創りに貢献する」と

いう理念の下、経営方針として「お客様満足の追求」「品質向上・先進技術開発への挑戦」「社会・地球環境への貢

献」「従業員満足の実現」を掲げ、お客様の目線での提案や多種多様な総合物流機器を提供出来る企業体質の構築を

実現することにより、すべてのステークホルダーの方々に信頼され、魅力ある企業となるために企業価値の向上へ向

けた経営活動を進めております。 

（２）目標とする経営指標 

 当社グループは、中期的な目標数値として連結売上高１千億円、連結経常利益率５％の達成を目指しております。

（３）中長期的な会社の経営戦略および会社の対応すべき課題 

 当社グループは、中期目標達成に向けた事業基盤・収益基盤強化の基本戦略に沿った諸施策を実行しております。

（基本方針別重点施策） 

(ア)収益基盤強化による早期の黒字化転換 

・人員活用、経費削減活動の継続 

・ＩＴ化促進による管理・間接業務の効率化促進 

・グループ内のキャッシュマネジメント力強化 

(イ)国内販社統合効果の最大化 

 ・コア事業となる国内フォークリフトのシェアー拡大 

・国内サービス事業基盤の強化 

・コア事業以外の関連商品販売力の強化  

(ウ)海外シフト化の加速 

・販売・生産・サービス面での現地法人機能のフル活用と体制強化 

・新興経済圏市場への展開加速 

・三菱重工業㈱との共同開発や市場棲み分けによる販売・生産の分業体制確立 

(エ)全事業の黒字化 

・海外調達や海外生産拡大によるコスト低減活動の強化 

・要素開発部門設置による代替素材研究の推進や再生資源の活用  

・商品ラインアップのためのアライアンス活用 

(オ)企業体質強化 

・コンプライアンスと内部統制システムの一層の強化 

・人事制度の再構築と人材育成プランの実行  

・外部環境変化（会計制度・会社法）への対応  

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,105 4,303

受取手形及び売掛金 15,748 17,412

リース投資資産 1,075 1,510

商品及び製品 2,319 2,591

仕掛品 1,293 1,688

原材料及び貯蔵品 249 220

繰延税金資産 824 750

その他 410 826

貸倒引当金 △48 △125

流動資産合計 25,978 29,178

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 13,901 14,293

減価償却累計額 △7,992 △8,644

建物及び構築物（純額） 5,909 5,649

機械装置及び運搬具 24,003 28,326

減価償却累計額 △18,433 △20,986

機械装置及び運搬具（純額） 5,569 7,339

工具、器具及び備品 4,116 4,198

減価償却累計額 △3,666 △3,769

工具、器具及び備品（純額） 450 429

土地 4,284 4,387

リース資産 86 94

減価償却累計額 △9 △28

リース資産（純額） 76 66

建設仮勘定 56 821

有形固定資産合計 16,347 18,694

無形固定資産 166 248

投資その他の資産   

投資有価証券 4,511 4,812

長期貸付金 283 297

繰延税金資産 2,475 2,666

その他 636 1,253

貸倒引当金 △101 △140

投資その他の資産合計 7,806 8,889

固定資産合計 24,320 27,832

資産合計 50,299 57,010
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,139 16,067

短期借入金 3,492 6,028

1年内返済予定の長期借入金 732 1,474

リース債務 213 272

未払金 1,052 985

未払法人税等 256 410

未払消費税等 209 146

賞与引当金 982 1,352

役員賞与引当金 69 53

受注損失引当金 24 13

設備関係支払手形 33 14

その他 1,023 1,273

流動負債合計 21,229 28,093

固定負債   

長期借入金 3,807 2,992

リース債務 581 583

繰延税金負債 24 18

退職給付引当金 6,909 8,649

役員退職慰労引当金 249 176

長期預り金 6 8

固定負債合計 11,577 12,429

負債合計 32,806 40,522

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,890 4,890

資本剰余金 3,299 3,299

利益剰余金 8,696 7,656

自己株式 △31 △31

株主資本合計 16,855 15,815

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 665 813

為替換算調整勘定 △223 △201

評価・換算差額等合計 442 612

少数株主持分 194 59

純資産合計 17,492 16,487

負債純資産合計 50,299 57,010
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 65,606 65,903

売上原価 52,042 52,042

売上総利益 13,563 13,861

販売費及び一般管理費 12,293 13,865

営業利益又は営業損失（△） 1,269 △3

営業外収益   

受取利息 15 17

受取配当金 70 62

持分法による投資利益 38 －

その他 183 231

営業外収益合計 307 311

営業外費用   

支払利息 100 133

為替差損 218 97

持分法による投資損失 － 40

その他 42 30

営業外費用合計 361 302

経常利益 1,215 4

特別利益   

固定資産売却益 8 0

投資有価証券売却益 － 3

持分変動利益 － 54

特別利益合計 8 58

特別損失   

固定資産処分損 156 79

投資有価証券評価損 8 －

関係会社整理損 － 94

減損損失 21 －

ゴルフ会員権評価損 － 2

特別損失合計 186 176

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,038 △113

法人税、住民税及び事業税 514 523

法人税等調整額 186 573

法人税等合計 700 1,097

少数株主利益又は少数株主損失（△） 28 △405

当期純利益又は当期純損失（△） 308 △805
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,890 4,890

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,890 4,890

資本剰余金   

前期末残高 3,299 3,299

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,299 3,299

利益剰余金   

前期末残高 8,857 8,696

当期変動額   

剰余金の配当 △469 △234

当期純利益 308 △805

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △160 △1,040

当期末残高 8,696 7,656

自己株式   

前期末残高 △31 △31

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △31 △31

株主資本合計   

前期末残高 17,016 16,855

当期変動額   

剰余金の配当 △469 △234

当期純利益 308 △805

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △160 △1,040

当期末残高 16,855 15,815
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,487 665

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △821 147

当期変動額合計 △821 147

当期末残高 665 813

為替換算調整勘定   

前期末残高 47 △223

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △271 22

当期変動額合計 △271 22

当期末残高 △223 △201

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,535 442

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,093 170

当期変動額合計 △1,093 170

当期末残高 442 612

少数株主持分   

前期末残高 225 194

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30 △135

当期変動額合計 △30 △135

当期末残高 194 59

純資産合計   

前期末残高 18,777 17,492

当期変動額   

剰余金の配当 △469 △234

当期純利益 308 △805

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,124 35

当期変動額合計 △1,284 △1,004

当期末残高 17,492 16,487
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

1,038 △113

減価償却費 2,809 3,164

減損損失 21 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △135 △21

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12 △16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25 △72

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24 △149

受注損失引当金の増減額（△は減少） 15 △11

受取利息及び受取配当金 △85 △79

支払利息 100 133

投資有価証券評価損益（△は益） 8 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,203 2,507

リース投資資産の増減額（△は増加） △396 △352

たな卸資産の増減額（△は増加） 628 △181

仕入債務の増減額（△は減少） △4,129 △1,312

未払消費税等の増減額（△は減少） 68 △104

前受金の増減額（△は減少） △72 87

その他 △143 507

小計 1,967 3,987

利息及び配当金の受取額 88 84

利息の支払額 △98 △135

法人税等の支払額 △454 △548

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,503 3,387

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,287 △3,237

有形固定資産の売却による収入 13 10

投資有価証券の取得による支出 △16 △12

投資有価証券の売却による収入 － 7

短期貸付金の純増減額（△は増加） △0 △5

長期貸付けによる支出 △130 △2

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ 577

その他 △7 △91

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,427 △2,755
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 829 36

長期借入れによる収入 3,763 670

長期借入金の返済による支出 △4,041 △742

リース債務の返済による支出 △13 △31

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △468 △234

その他 △4 △21

財務活動によるキャッシュ・フロー 63 △324

現金及び現金同等物に係る換算差額 △85 △109

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △945 197

現金及び現金同等物の期首残高 5,051 4,105

現金及び現金同等物の期末残高 4,105 4,303
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 該当事項はありません。 

  

  

 なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成21年６月26日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省

略します。 

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数        28社 

主要な連結子会社の名称 

 大阪ニチユ㈱  東京ニチユ㈱ 

 九州ニチユ㈱  中国ニチユ㈱ 

 上海力至優叉車製造有限公司 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数        23社 

主要な連結子会社の名称 

 ニチユＭＨＩフォークリフト㈱ 

 ニチユＭＨＩ東京㈱  ニチユＭＨＩ近畿㈱ 

 上海力至優叉車製造有限公司 

当連結会計年度より、ニチユＭＨＩフォークリフト㈱を

新たに取得し、連結の範囲に含めております。茨城ニチ

ユ㈱と千葉ニチユ㈱及び埼玉ニチユ㈱は東京ニチユ㈱ 

に、北陸ニチユ㈱は中部ニチユ㈱に、京滋ニチユ㈱と兵

庫ニチユ㈱は大阪ニチユ㈱にそれぞれ吸収合併されたた

め連結の範囲から除外しております。 

また、北海道ニチユ㈱はニチユＭＨＩ北海道㈱に、北日

本ニチユ㈱はニチユＭＨＩ東北㈱に、東京ニチユ㈱はニ

チユＭＨＩ東京㈱に、信越ニチユ㈱はニチユＭＨＩ信越

㈱に、中部ニチユ㈱はニチユＭＨＩ中部㈱に、大阪ニチ

ユ㈱はニチユＭＨＩ近畿㈱に、中国ニチユ㈱はニチユＭ

ＨＩ中国㈱に、九州ニチユ㈱はニチユＭＨＩ九州㈱にそ

れぞれ商号を変更し、ニチユＭＨＩフォークリフト㈱の

子会社となりました。 

２．会計処理基準に関する事項 

 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産（リース資産を除く）については定率法に 

  よっています。ただし、平成10年４月１日以降取得した 

  建物（建物附属設備を除く）については定額法によって 

  います。 

  

２．会計処理基準に関する事項 

 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産（リース資産を除く）については定率法に 

  よっています。ただし、平成10年４月１日以降取得した 

  建物（建物附属設備を除く）及び機械装置及び運搬具に 

 含まれる長期賃貸用車両については、定額法によってい 

 ます。 

- 12- 



  

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(1)リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。 

 借主としての所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益への影響はありません。 

 また、貸主としての所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の売買取引に係る会計処理としてリ

ース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法を採用

しております。これにより当連結会計年度の営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ163百万

円増加しております。なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。 

          ――――――― 

(2)たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として個別法または総平均法による原価法によって

おりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日

公表分）が適用されたことに伴い、主として個別法または

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ75百万円減少してお

ります。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

(3)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な

修正を行っております。 

 これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――――― 
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――――― 

 

  

（4）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更  

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事

完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）を当連結会計年度よ

り適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連

結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。  

 当連結会計年度においては、その対象となる工事契約が

なかったため、この変更による影響はありません。 

（5）重要な減価償却資産の減価償却方法の変更 

 有形固定資産（リース資産を除く）  

 従来、当社の国内連結子会社は、機械装置及び運搬具に

含まれる長期賃貸用車両の減価償却方法に定率法を採用し

ておりましたが、平成21年４月１日に実施した三菱重工フ

ォークリフト販売㈱（同日付けで「ニチユＭＨＩフォーク

リフト㈱」に商号変更）との事業統合を契機に減価償却方

法を見直した結果、当連結会計年度より同社が採用してい

た定額法へ変更しております。 

 この変更は、長期賃貸用車両の重要性が増す中で、長期

賃貸用車両から獲得する収益が、その契約期間にわたり均

等に計上されることから、収益に対応した減価償却費を定

額計上することで、より適正な期間損益を把握するためで

あります。 

 なお、この変更により、従来の方法によった場合に比

べ、当連結会計年度の売上原価が300百万円減少し、営業損

失及び税金等調整前当期純損失が同額減少し、経常利益が

同額増加しております。なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しております。  
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

当連結グループの事業を、製品・商品の種類別等の類似性を総合的に判断して区分しております。 

但し、販売部品は、各事業区分所属の主要な製品・商品に使用された保守販売部品にそれぞれ所属させており

ます。 

注記事項

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
産業車両部門
（百万円） 

物流システム
部門 

（百万円） 

その他部門
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売

上高 
 51,887  11,105  2,612  65,606  －  65,606

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  － (－)  －

計  51,887  11,105  2,612  65,606 (－)  65,606

営業費用  48,294  11,403  2,573  62,271  2,064  64,336

営業利益又は営業損失

（△） 
 3,593  △298  39  3,334 (2,064）  1,269

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
                                   

資産  31,132  4,558  960  36,651  13,648  50,299

減価償却費  2,667  101  14  2,783  25  2,809

減損損失  21  －  －  21  －  21

資本的支出  2,243  45  16  2,305  49  2,355

  
産業車両部門
（百万円） 

物流システム
部門 

（百万円） 

その他部門
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売

上高 
 54,827  8,928  2,146  65,903  －  65,903

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  － (－)  －

計  54,827  8,928  2,146  65,903 (－)  65,903

営業費用  51,353  10,641  2,145  64,140  1,767  65,907

営業利益又は営業損失

（△） 
 3,474  △1,712  1  1,763 (1,767)   △3

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
                                   

資産  36,347  4,317  969  41,634  15,376  57,010

減価償却費  3,030  87  14  3,131  33  3,164

資本的支出  3,201  10  6  3,218  107  3,325
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２．各事業区分の主要な製品・商品 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る費用

であります。 

前連結会計年度   2,064百万円 

当連結会計年度   1,767百万円 

４．資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の主なものは、当社及び連結子会社の余資運用資金

（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び当社の管理部門に係る資産であります。 

前連結会計年度   13,648百万円  

当連結会計年度   15,376百万円  

５．会計方針の変更 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益は、「産業車両部門」で163百万円増

加しております。 

（棚卸資産の評価に関する会計基準）  

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益は「産業車両部門」が75百万円減少

しております。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（重要な減価償却資産の減価償却方法の変更） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より機械装置

及び運搬具のうち長期賃貸用車両について、減価償却方法を定率法より定額法へ変更しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「産業車両部門」において当連結会計年度の売上原価が300百万

円減少し、営業利益は同額増加しております。  

   

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

事業区分 主要な製品・商品

産業車両部門          フォークリフト・バッテリー機関車等、同保守販売部品 

物流システム部門 無人搬送システム・自動倉庫等、同保守販売部品 

その他部門 床面清掃機・床面洗浄機・巻取装置等、同保守販売部品 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本

（百万円） 
その他の地域
 （百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                              

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  58,439  7,166  65,606  －  65,606

(2）セグメント間の内部売上高 

または振替高 
 4,187  795  4,983  (4,983)  －

計  62,627  7,962  70,589  (4,983)  65,606

営業費用  59,500  7,755  67,256  (2,918)  64,337

営業利益  3,127  206  3,333  (2,064)  1,269

Ⅱ．資産  35,231  3,423  38,655  11,643  50,299
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（注）１．本邦以外の各セグメントの売上高及び資産が連結売上高及び連結資産の10％未満であるため、国又は地域ごと

のセグメントを区分しておりません。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。 

その他の地域─────中国、シンガポール 

３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る費

用であります。 

前連結会計年度   2,064百万円 

当連結会計年度   1,767百万円 

４．資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の主なものは、当社及び連結子会社の余資運用資金

（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び当社の管理部門に係る資産であります。 

前連結会計年度   13,648百万円 

当連結会計年度   15,376百万円 

５．会計方針の変更 

前連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益は「日本」で163百万円増加しており

ます。 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準 第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益が「日本」65百万円、「その他の

地域」10百万円減少しております。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（重要な減価償却資産の減価償却方法の変更） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より機械装置

及び運搬具のうち長期賃貸用車両について、減価償却方法を定率法より定額法へ変更しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」において当連結会計期間の売上原価が300百万円減少

し、営業利益は同額増加しております。   

  
日本

（百万円） 
その他の地域
 （百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                              

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  60,865  5,038  65,903  －  65,903

(2）セグメント間の内部売上高 

または振替高 
 2,639  361  3,000  (3,000)  －

計  63,504  5,399  68,903  (3,000)  65,903

営業費用  61,584  5,556  67,140  (1,232)  65,907

営業利益又は営業損失（△）  1,920  △156  1,763  (1,767)  △3

Ⅱ．資産  40,393  2,957  43,350  13,659  57,010
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（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２．各セグメントの売上高が連結売上高の10％未満であるため国又は地域ごとのセグメントに区分しておりませ

ん。 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

ｃ．海外売上高

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  9,178  6,112

Ⅱ 連結売上高（百万円）  65,606  65,903

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  14.0  9.3

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 368円75銭

１株当たり当期純利益金額  6円59銭

１株当たり純資産額 350円22銭

１株当たり当期純損失金額 17円17銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在していないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額 
           

当期純利益又は当期純損失（△）（百万

円） 
 308  △805

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円） 
 308  △805

期中平均株式数（千株）  46,911  46,909

             

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

当期純利益調整額（百万円)  －  －

普通株式増加数（千株）  －  －

（うち新株予約権付社債）  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

――――――  ――――――  
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 当社と三菱重工業株式会社は、産業車両部門等の国内販

売部門を統合するため、当社は、平成21年２月５日開催の

取締役会において、当社の産業車両部門等の国内販売部門

を、三菱重工業株式会社の完全子会社である三菱重工フォ

ークリフト販売株式会社（以下、「重工販売」）に吸収分

割（以下、「本件分割」）することを決議し、同日付で重

工販売との間で吸収分割契約を締結しました。当該吸収分

割契約に基づき、平成21年４月１日にこれを実行しまし

た。本件分割に際して重工販売の発行済株式の66.6％を新

たに取得し、同社を連結子会社としました。 

 併せて、平成21年４月１日に、重工販売の商号を「ニチ

ユＭＨＩフォークリフト株式会社」(以下、「ニチユＭＨ

Ｉ」）に変更しました。 

１．吸収分割の目的 

 当社及び重工販売の保有する経営資源を相互補完的

に活用することにより、強固な経営基盤を確立すると

共に、両社の強みを活かし最大限のシナジー効果を創

出し、また、成長の加速を通じて、顧客価値・株主価

値の創造を目指します。 

２．会社分割する事業内容、規模 

(1)事業内容  

 フォークリフトを主とする産業車両部門並びに物流

システム部門の国内販売部門（保守販売部品含む） 

(2)事業規模 

 上記両部門の売上高は41,467百万円（平成21年３月

期）ですが、本件分割後は、当社が製造した当該部門

製品はニチユＭＨＩに対して販売することとなりま

す。  

３．会社分割の形態 

 当社を分割会社、重工販売を吸収分割承継会社とす

る分社型吸収分割。なお、本件分割は簡易分割である

ため、当社については株主総会の承認を得ずに実施し

ています。  

４．会社分割に係る承継会社の概要 

(1）商号 

ニチユＭＨＩフォークリフト株式会社 

（平成21年４月１日に「三菱重工フォークリフト販売

㈱」から商号変更） 

(2）本店の所在地 

京都府長岡京市東神足２丁目１番１号 

（平成21年４月１日に「東京都品川区西五反田７丁目

25番５号」から移転） 

(3）代表者の名称 

代表取締役社長 灰崎 恭一 

（平成21年４月１日就任） 

(4）資本金の額 

300百万円 

(5）事業内容 

フォークリフト等物流機器の販売・保守サービス 

５．会社分割の時期 

平成21年４月１日  

         ――――――― 
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（開示の省略） 

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、退職給付に関する注記事項については、決

算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

６．会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）

に基づき、「逆取得となる吸収分割」として、連結上

はパーチェス法による会計処理を実施します。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,982 2,022

受取手形 2,454 311

売掛金 17,078 14,040

商品及び製品 685 582

仕掛品 1,128 1,218

原材料及び貯蔵品 249 220

前払費用 31 22

繰延税金資産 311 379

関係会社短期貸付金 791 4,006

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 1,437 591

未収入金 857 1,023

その他 150 146

流動資産合計 27,157 24,567

固定資産   

有形固定資産   

建物 8,718 8,680

減価償却累計額 △5,169 △5,373

建物（純額） 3,549 3,307

構築物 1,225 1,210

減価償却累計額 △847 △865

構築物（純額） 378 344

機械及び装置 8,266 8,203

減価償却累計額 △6,007 △6,286

機械及び装置（純額） 2,258 1,916

車両運搬具 395 388

減価償却累計額 △303 △324

車両運搬具（純額） 92 63

工具、器具及び備品 3,769 3,773

減価償却累計額 △3,408 △3,425

工具、器具及び備品（純額） 361 347

土地 1,321 1,321

リース資産 15 18

減価償却累計額 △2 △5

リース資産（純額） 13 13

建設仮勘定 51 821

有形固定資産合計 8,025 8,135

無形固定資産   

ソフトウエア 15 54
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

リース資産 14 10

施設利用権 3 3

無形固定資産仮勘定 41 84

無形固定資産合計 73 153

投資その他の資産   

投資有価証券 3,830 4,083

関係会社株式 705 403

出資金 17 17

関係会社出資金 848 827

長期貸付金 273 273

関係会社長期貸付金 2,236 535

従業員に対する長期貸付金 0 0

長期前払費用 2 5

繰延税金資産 1,974 1,720

その他 52 26

貸倒引当金 △6 △39

投資その他の資産合計 9,934 7,852

固定資産合計 18,034 16,142

資産合計 45,191 40,709

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,758 1,169

買掛金 9,607 7,290

短期借入金 2,626 2,490

1年内返済予定の長期借入金 649 1,380

リース債務 6 7

未払金 2,065 1,671

未払費用 189 182

未払法人税等 193 41

未払消費税等 104 34

前受金 29 65

預り金 520 489

賞与引当金 429 428

役員賞与引当金 51 36

受注損失引当金 29 15

設備関係支払手形 32 14

流動負債合計 18,293 15,316

固定負債   

長期借入金 3,615 2,735

リース債務 22 18
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

退職給付引当金 5,796 5,672

役員退職慰労引当金 249 171

その他 6 8

固定負債合計 9,689 8,604

負債合計 27,982 23,920

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,890 4,890

資本剰余金   

資本準備金 3,299 3,299

資本剰余金合計 3,299 3,299

利益剰余金   

利益準備金 440 440

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金 245 237

特別償却準備金 11 6

別途積立金 330 330

繰越利益剰余金 7,354 6,803

利益剰余金合計 8,382 7,818

自己株式 △30 △30

株主資本合計 16,542 15,978

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 667 810

評価・換算差額等合計 667 810

純資産合計 17,209 16,788

負債純資産合計 45,191 40,709
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 49,030 32,104

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 596 685

当期製品製造原価 30,791 23,471

当期商品仕入高 8,511 2,506

合計 39,899 26,663

他勘定振替高 42 19

商品及び製品期末たな卸高 685 582

売上原価合計 39,171 26,060

売上総利益 9,859 6,044

販売費及び一般管理費 8,829 5,756

営業利益 1,029 287

営業外収益   

受取利息 82 72

受取配当金 78 76

固定資産賃貸料 73 82

その他 100 138

営業外収益合計 333 370

営業外費用   

支払利息 84 82

為替差損 53 79

その他 16 10

営業外費用合計 154 171

経常利益 1,208 485

特別利益   

貸倒引当金戻入額 14 －

投資有価証券売却益 － 3

特別利益合計 14 3

特別損失   

固定資産処分損 119 22

関係会社整理損 － 277

関係会社株式評価損 455 320

関係会社出資金評価損 20 47

投資有価証券評価損 1 －

特別損失合計 596 668

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 625 △178

法人税、住民税及び事業税 380 85

法人税等調整額 613 64

法人税等合計 993 150

当期純損失（△） △367 △329
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,890 4,890

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,890 4,890

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,299 3,299

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,299 3,299

資本剰余金合計   

前期末残高 3,299 3,299

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,299 3,299

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 440 440

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 440 440

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金   

前期末残高 255 245

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 △9 △8

当期変動額合計 △9 △8

当期末残高 245 237

特別償却準備金   

前期末残高 16 11

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △4 △4

当期変動額合計 △4 △4

当期末残高 11 6

別途積立金   

前期末残高 330 330

当期変動額   

当期変動額合計 － －
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当期末残高 330 330

繰越利益剰余金   

前期末残高 8,177 7,354

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 9 8

特別償却準備金の取崩 4 4

剰余金の配当 △469 △234

当期純利益又は当期純損失（△） △367 △329

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △823 △551

当期末残高 7,354 6,803

利益剰余金合計   

前期末残高 9,220 8,382

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 － －

特別償却準備金の取崩 － －

剰余金の配当 △469 △234

当期純利益又は当期純損失（△） △367 △329

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △837 △563

当期末残高 8,382 7,818

自己株式   

前期末残高 △30 △30

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △30 △30

株主資本合計   

前期末残高 17,379 16,542

当期変動額   

剰余金の配当 △469 △234

当期純損失（△） △367 △329

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △837 △564

当期末残高 16,542 15,978
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,457 667

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △790 143

当期変動額合計 △790 143

当期末残高 667 810

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,457 667

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △790 143

当期変動額合計 △790 143

当期末残高 667 810

純資産合計   

前期末残高 18,836 17,209

当期変動額   

剰余金の配当 △469 △234

当期純損失（△） △367 △329

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △790 143

当期変動額合計 △1,627 △420

当期末残高 17,209 16,788
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  該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

会計処理の変更

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(1)リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る会計処理によっております。 

 借主としての所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益への影響はありません。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。  

―――――― 

(2)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

 たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として個別法または総平均法による原価法によって

おりましたが、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）が適用されたことに伴い、主として個別法または総平

均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

 これにより、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ48百万円減少しております。 

―――――― 

  

―――――― (3)完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事

完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）を当事業年度より適

用し、当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。 

 当事業年度においては、その対象となる工事契約がなか

ったため、この変更による影響はありません。  
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 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

注記事項

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 円 銭366 84

１株当たり当期純損失金額 ７円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 円 銭357 88

１株当たり当期純損失金額 円02銭7

  
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純損失金額            

当期純損失（△）（百万円）  △367  △329

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（△）（百万円）  △367  △329

期中平均株式数（千株）  46,913  46,911

             

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

当期純利益調整額（百万円)  －  －

普通株式増加数（千株）  －  －

（うち新株予約権付社債） （－） （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

――――――  ――――――  

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 当社と三菱重工業株式会社は、産業車両部門等の国内販

売部門を統合するため、当社は、平成21年２月５日開催の

取締役会において、当社の産業車両部門等の国内販売部門

を、三菱重工業株式会社の完全子会社である三菱重工フォ

ークリフト販売株式会社に吸収分割することを決議し、同

日付で同社との間で吸収分割契約を締結しました。当該吸

収分割契約に基づき、平成21年４月１日にこれを実行しま

した。本件分割に際して三菱重工フォークリフト販売株式

会社の発行済株式の66.6％を新たに取得し、同社を連結子

会社としました。 

 詳細は、連結財務諸表の重要な後発事象に記載しており

ます。 

 ――――――― 
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(1）役員の異動 

１． 代表者の異動 

 該当事項なし 

２． その他役員の異動（２０１０年６月２９日付） 

① 退任予定取締役 

  板谷 喜一 （現 常務取締役 経営企画・総務・人事担当 

                     経営企画室長） 

   髙橋 一彰 （現 当社常務取締役 技術・品質保証担当 

                    技術本部長） 

   伊藤 喜久夫（現 当社常務取締役 国内営業担当 

                    国内営業本部長） 

    ② 退任予定監査役 

 該当事項なし    

③ 新任予定取締役  

松本 仁志 （現 執行役員 海外事業部長） 

各務 眞規 （現 執行役員  

         ニチユＭＨＩフォークリフト㈱執行役員 営業本部副本部長） 

田中 孝佳 （現 内部統制室長）   

④ 新任予定監査役 

 該当事項なし   

⑤ 補欠監査役予定者 

赤木 謙二（現 大日本塗料㈱常勤監査役） 

３． 昇任（２０１０年６月２９日付） 

常務取締役 灰﨑 恭一（現 取締役 ニチユＭＨＩフォークリフト㈱代表取締役社長） 

  常務取締役 佐野  隆（現 取締役 技術本部副本部長） 

   常務取締役 保田 和男（現 取締役 生産担当 生産本部長） 

６．その他
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